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① 13:55～14:25（30分）リスクコミュニケーションとは

（講義）

② 14:25～14:40（15分）個人演習

住民からの質問を考える。

③ 14:40～15:10（30分）グループ演習

住民からの質問を10問にまとめる。班ごと発表。

休息（10分）

④ 15:20～15:50（30分）グループ演習

質問に対する回答を考える。班ごと発表。

⑤ 15:50～16:25（35分）演習を通じて気づいたこと

について、発表。講師から総括。

タイムスケジュール



１ 最近の地域対話を取り巻く話題

① 基本的な考え（化管法）

② コロナ渦での地域対話のあり方について

③ 地域対話の一般化と対話の多様性

④ SDGｓと地域対話の関係

２ 防災とリスクコミュニケーション

環境省「地方公共団体環境部局における化学物質に係る災害・事故

対応マニュアル策定の手引き(2022)」から ⇒事業者に求められていること

講演内容

0 2 4 6 8 10

特に課題はない

具体的な取組方法が分からない

地域との接点がない

周知の方法が分からない

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝについてわからない

住民の意識が分からない

会場における感染症対策が困難

その他

Q2-2 【検討している・したい】場合，課題になって

いることはありますか。（複数回答可）



化管法は、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の保
全上の支障を未然に防止することを目的に平成11年に制定。この法律により、
PRTR制度とSDS制度を導入。(特定化学物質の環境への排出量の把握等及び
管理の改善の促進に関する法律)

化管法の目的

◆ PRTR制度 （Pollutant Release and Transfer Register）

PRTR制度は、人の健康や生態系に有害なおそれがあり、かつ、環境中に広く存在すると認

められる化学物質について、環境への排出量及び廃棄物に含まれる移動量を、事業者自らが

把握し、都道府県を経由して国に届け出るとともに、国はその届出データを集計し、公表する

仕組み。

排出量→大気への排出、公共用水域への排出、土壌への排出、埋立処分

移動量→下水道への移動、事業所の外への移動量（廃棄物）

◆ SDS制度 （Safety Data Sheet）

SDS制度は、人の健康や生態系に有害なおそれがある化学物質を他の事業者に譲渡･提

供する際、その性状及び取扱いに関する情報の提供を義務づける制度。

地域社会にとって、事業所で扱う化学物質は“リスク”である。

リスクに係わる情報を関係者と共有して、適切な管理に繋げていく

１① 基本的な考え
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地域社会のリスクとは → 住民の健康や環境保全

リスク評価は、「暴露評価」によって推定された暴露量と、「有害性評価」による
無毒性量(毒性が認められない最大の量)を比較し、さらに評価の不確実性を

安全側に考慮することにより行われている。

① 基本的な考え

NITE資料改変



ＩＲＧＣ リスクガバナンス

〔出典〕 リスクコミュニケーション案内（文部科学省）

① 基本的な考え



１② コロナ渦での地域対話のあり方について

ウィズコロナにおける事業者と住民の地域対話の現状調査

（1）調査期間

2020（令和2）年8月16日～9月18日

（2）調査対象事業者

日化協レスポンシブル・ケア委員会会員企業119社。

（3）調査手法

Googleフォームによるオンライン回答（35事例）と調査票への記入、メール回答

（24事例）の併用。 合計59事例

設問（抜粋）

・ 令和２年度の御社の対面式の地域対話の状況について

・ 判断の根拠となった事柄、延期後の実施予定、対話の対象者からのご意見の有無など

・ 本年度の実施の可否を検討された際に参考にされたガイドが

・ 新型コロナ対策を踏まえた地域対話実施への考えのをまとめや方針のを策定。

・ 新型コロナウィルス対策としての、地域住民への情報提供や対話の工夫



② コロナ渦での地域対話のあり方について

令和２年度の対面式の地域対話の状況
今年度は予定していなかった。 １０
予定していたが中止した。 ２６

予定していたが、延期した。 ６

感染症対策を行い、開催した。 ６

その他 １１（未定７）

中止判断の根拠となった事柄（記入されたテキストからのキーワード）

対象者との協議、参加者に高齢者が多い、感染対策（マスク着用、密集回
避）、政府・官公庁の緊急事態宣言、社内通達により大規模集会の自粛、
近隣自治会との相談、200名規模の集会・観光バスへの乗車・飲食を伴うな
どのリスク、社内ガイドライン、県・市等の自治体の要請事項、各自治会
長との意見調整、グラウンド貸し出しや工場見学中止、先方判断、書面会
議へ変更、対話対象者にも状況を説明、学生見学は先方が中止判断、地域
行事中止、健康と安全確保を第一優先、工場操業に関わる影響の考慮、県
の感染予防対策指針



https://www.jal.co.jp/kengaku/remote/

② コロナ渦での地域対話のあり方について

コロナ渦での地域対話の現状（対話の制限により、変わっていったもの）



第15回（2020年度）日化協レスポンシブル・ケア賞受賞案件

発表資料新型コロナウイルス禍における地域対話の継続
宇部興産株式会社宇部ケミカル工場環境安全グループ
環境チーム

② コロナ渦での地域対話のあり方について

書面開催
↓

アンケート

2022年度から規模を縮小して
対面式も再開



１③ 地域対話の一般化と対話の多様性

北海道新聞 https://www.hokkaido-np.co.jp/article/531818
札幌市 https://www.city.sapporo.jp/shimin/shinkansen/documents/202104_openhouse_part1-2_goiken.pdf

札幌市が公表している当日の意見

https://www.hokkaido-np.co.jp/article/531818


札幌市の公表資料を基に 竹田が分類

内容 意見数

山口以外に持っていく 44

周辺地域に説明会を開く 40

OH等で情報提供を継続する 38

地域振興策を提案する 18

地域の交通対策を行う 15

リスク評価シミュレーションの見直し 15

工事中のモニタリングへの提案 11

意見の傾聴の継続 8

補償、責任を行う 8

工事中の緊急時対応を策定 7

評価結果について第三者意見を聞く 4

環境保全を行う 3

以下は具体的な提案、コメント

工法的な事項 16

工事的な事項 15

早期開業要望 13

安全な工事要望 11

事業の中止要望 11

その他 6

札幌市が公表している当日の意見 → トランスサイエンス的課題

③ 地域対話の一般化と対話の多様性



持続可能な開発目標（SDGs）とは，2001年に策定されたミレ
ニアム開発目標（MDGs）の後継として，2015年9月の国連サミッ
トで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記載
された2016年から2030年までの国際目標です。持続可能な世界を
実現するための17のゴール・169のターゲットから構成され，地球上の
誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓って
います。（外務省ＨＰより）

１④ 持続可能な開発目標（SDGs）と地域対話の関係



化学物質管理や環境コミュニケーションに係る項目

【目標３】 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、
福祉を促進する。
【ターゲット3.9】 2030 年までに、有害化学物質、ならびに大気、水
質及び土壌の汚染による死亡及び疾病の件数を大幅に減少させる。
【目標６】 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管
理を確保する。
【ターゲット6.3】 2030年までに、汚染の減少、有害な化学物質や物
質の投棄削減と最小限の排出、未処理の下水の割合半減、およびリ
サイクルと安全な再利用を世界全体で大幅に増加させることにより、水
質を改善する。
【ターゲット6.b】水と衛生に関わる分野の管理向上における地域コミュ
ニティの参加を支援・強化する。



化学物質管理や環境コミュニケーションに係る項目

【目標12】持続可能な消費と生産のパターンを確保する。
【ターゲット12.4】 2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通
じて化学物質やすべての廃棄物の環境に配慮した管理を達成し、大気、水、土壌への排出を
大幅に削減することにより、ヒトの健康や環境への悪影響を最小限に留める。
【ターゲット１2.c】 開発途上国の特別なニーズや状況を十分考慮し、貧困層やコミュニティを
保護する形で開発に関する悪影響を最小限に留めつつ、税制改正や、有害な補助金が存在
する場合はその環境への影響を考慮してその段階的廃止などを通じ、各国の状況に応じて、市
場のひずみを除去することで、浪費的な消費を奨励する、化石燃料に対する非効率な補助金
を合理化する。

【目標16】平和と公正をすべての人に
【ターゲット16.7】あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加型及び代表的な意思決定を
確保する。

【目標 17】持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グローバル・パートナーシッ
プを活性化する
【ターゲット１7.16】全ての国々、特に開発途上国での持続可能な開発目標の達成を支援す
べく、知識、専門的知見、技術及び資金源を動員、共有するマルチステークホルダー・パートナ
ーシップによって補完しつつ、持続可能な開発のためのグローバル・パートナーシップを強化する。



花王サスティナブルデータブックより https://www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-
com/jp/ja/corporate/sustainability/pdf/sustainability2019-017.pdf

化学物質管理やリスクコミュニケーションに係る項目



佐賀県大町町佐賀鉄工所からの重油流出事故（令和元年8月30日） 福島県郡山市シアン流出事故（令和元年10月17日）
https://www.saga-s.co.jp/articles/gallery/420148?ph=1 https://www.fnn.jp/posts/2019101700000012FTV

最近の化学物質が漏洩した自然災害
令和元年８月27日 前線に伴う大雨（佐賀県等北九州）
令和元年９月 9日 令和元年台風15号（千葉県等南関東）
令和元年10月12日 令和元年台風19号（広域）
令和元年10月25日 令和元年台風21号（千葉県～福島県：広域）
令和２年 7月 7日 令和２年7月豪雨 （西日本）

２ 防災とリスクコミュニケーション 自然災害と化学工場の事故
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https://www.saga-s.co.jp/articles/gallery/420148?ph=1
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非定常な事象
・自然外力（地震動・津波など）
・人為的（制御失敗、破壊活動など）

火 災

爆 発

拡 散

健康への慢性影響

生態系への慢性影響

設
備
の
破
損

構造物への被害

人的被害（傷害）

健康への急性影響

生態系への急性影響

漏

洩

定常稼働
・開放系からの排出
・廃棄物としての排出
（排煙、排水、産業廃棄物）

地域経済、
都市機能への影響

環
境
へ
排
出

大気
土壌
水

の汚染

化学工場が関わる化学物質のリスク



平成30年７月７日午前10時ごろ、岡山県総社市下原
「朝日アルミ産業」での爆発事故
https://www.asahi.com/articles/photo/AS20180707001149.html 朝日新聞

過去の災害事例
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総社工場爆発 溶解炉冠水が原因か 民家に延焼、住民十数人けが
平成30年7月６日午後１１時３５分ごろ、総社市下原「朝日アルミ産業」の工場で爆発があり、

火災が発生した。工場（平屋約２１００平方メートル）のほか、周辺の民家や車庫計３棟が全焼
、爆風で民家や店舗の窓ガラスが割れるなどした。工場は高梁川沿いに立地。県警などは冠水に
より、アルミを溶解する炉に水が流れ込み、化学反応を起こした可能性があるとみて原因を調て
べている。親会社のアサヒセイレン（大阪府）などによると、工場は普段、２４時間体制で溶解
炉を運転。7月６日は午前中から大雨に備えて炉の停止作業を進め、午後１０時ごろに従業員は全
員退社。現場はＪＲ総社駅から南西約2.5キロ。県によると、岡山市中心部や高梁市などでも爆発
音と振動が確認された。
http://www.sanyonews.jp/article/746732 山陽新聞を参考

過去の災害事例

撮影：アジア航測（株）
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http://www.sanyonews.jp/article/746732


•この災害に関係する人は誰ですか？

•他にどんな懸念やリスクが考えられますか？

•あなたは、この近くに住んでいます。何が心
配ですか？

ワーク1 防災とリスクコミュニケーション



２．３ 地域住民等とのリスクコミュニケーションの促進

事具体的には事業者による事故の未然防止に関する取組だけではなく、万一の事故発生に関する
被害の局限化や軽減方法をテーマに、ステークホルダー（住民、事業者、地方公共団体等）による
情報共有と対話を関係部局と連携して行うことが環境部局には求められる。リスクコミュニケーションの
場において、以下の情報に関するステークホルダーの理解を深めておくことが望ましい。

・事故の際に、どのようにして情報が地域住民へ伝えられるか。（連絡網、広報車等。）

・伝えられるべき情報の内容（避難経路、避難先、有害性や拡散シミュレーションの結果に基づき

想定される事故の状況、本手引き2.2「事業所等に関する情報の整理」や3.4「応急措置の実施

支援」に関する情報など）

・ 事故の際に、地域住民はどのように対応すべきか。（避難する、室内にとどまる等。）

・ 事故後に、地域住民は事故についてどこへ連絡・相談すればよいか。

自治体環境部局における化学物質に係る事故対応
マニュアル策定の手引き（環境省2009：改定2022）

災害を意識した化学物質管理制度の見直し
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東日本大震災における津波火災や事業所の被災（2011）
自然災害による化学物質の流出事故の発生（2018〜）

市民及び事業者とのコミュニティ活動の場の確保と推進、防災訓練等を通じた市民及び事業者との
連携 → 減災を目的とした平常時のリスクコミュニケーションの重視
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通常のコミュニケーション
交流会・お祭り
清掃・美化活動
緑化活動
啓発活動
防災訓練
等・・

環境情報開示
CSR報告書（社会、環境）等
ホームページ、パンフレット
サイトレポート

現場の公開
工場見学
職場体験

対話
懇談会
環境学習支援

リスクコミュニケーション
工場見学会
環境モニター・パトロール
地域対話・環境懇談会
JRCC地域対話 等・・

様々な形態

日常的な対話

様々な話題

・地域の環境保全

・工場周辺の保全

・騒音、臭気の他

交通、植栽、社

員マナー等々

・教育（見学等）

様々なリスクコミュケーションの形・・・地域との対話と信頼の醸成

リスクコミュニケーションの実践



仮想の工場の環境管理者として、市民からの質問を想
定する。工場に対してどんなことを考えているのだろう？何を
聞きたいだろうなどを市民の立場で考える。

② 14:25～14:40（15分）個人演習

住民から想定される質問を各自5問考える。

③ 14:40～15:10（30分）グループ演習

住民からの質問を10問にまとめる。班ごと発表。

休息（10分）

④ 15:20～15:50（30分）グループ演習

質問に対する回答を考える。班ごと発表。

⑤ 15:50～16:25（35分）演習を通じて気づいたこと

について、発表。講師から総括。

ワーク2 30分 14:25〜16:25



•基礎化学品を製造しており、備蓄用のタンクやプラント、排気用の
煙突がある。

•内陸部に立地し、先の豪雨の際には浸水被害を受けた。

・国道に隣接しており、被災者を受け入れたことがある。

• PRTR対象物質のトルエン、ベンゼンを大気に排出し、亜鉛を下
水道に排出している。河川放流はない。井戸を雑水として利用。

•大防法、水濁法、騒音振動規制法等の対象事業所である。

• ここ10年、周辺が急速に宅地化してきた。特にトラブルはないが、
最近、近隣に煙突高ほどのマンションが建設された。

•緑化対策に熱心で、多くの木が敷地内に植えられている。

•従業員のほとんどは車通勤であり、正門近くにコンビニがある。

•プラントの増設が行われており、建設用車両の出入りがある。

•年に1回、住民向け工場見学会を開催している。

【宮城化学安全工業】


